
1．は じ め に

2000年代以降の地方創生政策や 2011年の東日
本大震災および 2019年以降のコロナ禍を経て、
今日 I ターン移住や二拠点居住への社会的関心は
高まりを見せている。特にコロナ禍によって結果

的に進展した働き方改革やテレワークの普及は、
大都市におけるライフスタイルそのものへの省察
性を増加させることとなった。東京都心 23区の
転入と転出は、2014年の統計集計開始以降はじ
めて転出超過となり、多くのメディアが「地方」
への転出として報じたものの、実態は神奈川、埼

関係人口から滞在人口へ
──島根県隠岐郡海士町における「還流」および「大人の島留学」
の取組みに関する文化人類学的・社会学的解釈──

長友 淳＊

From“Relationship Population”to“Sojourner Population”:
The Concept of“Reflux”and Internship Programme

in Ama Town, Oki Islands, Japan

Jun NAGATOMO

要旨：島根県隠岐郡海士町は地域活性化や I ターン移住者受入れの成功事例として広く知
られているが、近年 I ターン移住をめぐる新たな取組みが行われている。特に「還流」と
呼ばれる滞在者・移住者の移動性を前提とした概念およびそれを具現化した「大人の島留
学」は、海士町の現在の I ターン移住施策の柱となっている。本稿では、これらの施策の
特徴を先行研究における「関わりの階段論」を踏まえながら論じる。また、還流施策と大
人の島留学参加者の自己実現志向や移動性および滞在者が循環する「場」に関して、文化
人類学的および社会学的解釈を行う。

Abstract:
Ama Town in Shimane Prefecture is widely known as a successful example of community re­

vitalisation and acceptance of domestic lifestyle migrants, and new initiatives have been imple­
mented in relation to its migration. In particular, the concept of “reflux” and “internship pro­
gramme”, which are based on the mobility of migrants, embody the recent efforts of Ama Town.
This paper discusses the characteristics of these measures in the light of the “staircase theory of
involvement” in existing research. It also provides anthropological and sociological interpreta­
tions of the reflux measures, the self­exploitation orientation and mobility of the programme par­
ticipants.
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玉、千葉が同時期に転入超過になっている点にも
表れているとおり、テレワークや分散通勤によっ
て都心に居住する必要がなくなった層が郊外の住
環境を重視して転出／移動したのが実情であっ
た。
その一方で、統計には表れにくいものの、同時
期に「地方」へ向かう人の流れが加速したことも
事実である。コロナ禍以前からも I ターンやリタ
イアメントで移住1）する動きは存在し、団塊の世
代の退職、東日本大震災以降の生き方をめぐる価
値観の変容など、様々な要素によって大都市圏か
ら地方部への移住は一定層存在してきた。コロナ
禍に進んだワークライフバランスや二拠点居住へ
の関心の高まりは、以前から存在していたこれら
の動きを加速させたと言っても過言ではない。
日本国内には I ターンや二拠点居住の地として

ブランド化に成功した自治体が多くあるが、中で
も島根県隠岐郡海士町は成功事例として広く認知
されている。財政破綻寸前に追い込まれた状況で
2002年に町長に就任した山内道雄氏を中心とし
て、海士町は「攻めと守り」の施策を展開し、役
場の人件費や公共事業の大幅削減などの「守り」
の施策の一方で、CAS 急速冷凍技術設備の導入、
商品開発研修生制度の導入や起業支援の取組み、
I ターン移住者むけの住宅整備や出産支援、島留
学受入れを含む島前高校魅力化プロジェクトや町
営塾隠岐國学習センターの運営など、多岐に渡る
「攻め」の取組みも行った。これらの取組みによ
り、隠岐牛や岩ガキなどの一次産業のブランド化
のみならず、I ターン移住先としてのブランド化
にも成功し、人口約 2400人のうち約 20％をすで
に I ターン移住者が占めるまでになっている2）。
このように海士町は地域活性化や I ターン移住

者受入れの成功事例としてみなされているが、現
地ではその歩みを止めることなく、I ターン移住

をめぐる新たな取組みが行われている。特に現地
の政策立案に携わる方々が用いる「還流」という
滞在者・移住者の移動性を前提とした概念および
それを具現化した「大人の島留学」は、海士町の
現在の I ターン移住施策の柱となっている。以上
を踏まえ、本稿は以下の二点を論じる。第一に、
海士町が取り組む移住者の移動性を前提とした
「還流」施策とはいかなるものか。特に、I ター
ン移住の先行研究や自治体の取組みにおいて主要
モデルとされた「関わりの階段論」（小田切 2018,
2021）の視点からどのように捉えられるか。第二
に、還流施策とプログラム参加者の自己実現志向
や移動性および滞在者が循環する「場」は、文化
人類学および社会学的視点からいかなる理論的解
釈が可能か。本稿は以上の点について、現地の政
策担当者や I ターン移住者への聞き取りを中心と
したフィールドワークをもとに論じる。

2．理論的視座および方法論

本稿が今日の海士町の移住施策の基本概念であ
る「還流」を考察するにあたり、先行研究におけ
る関係人口論や関わりの階段論は、理論的解釈の
軸となる。関係人口概念は、2016年に高橋
（2016）らによって提唱された概念であり、人口
減少時代にあってハードルの高い定住促進ではな
く、観光客などの交流人口と定住人口の「間に眠
る関係人口を掘り起こす（高橋 2016）」ことを主
眼としていた。この点について田中（2021: 59）
は、定住人口が住民票をどこに置くかという移住
者を奪い合うゼロサム問題を生じさせるのに対
し、関係人口は複数の関係先を選ぶことができる
点で有益であり、かつての都市農村交流において
生じた「消費される地方」という交流人口の失敗
を踏まえ、新たな地域間関係の再構築にもなる概
念であると指摘する。関係人口概念は行政側でも

────────────────────────────────────────────
１）「移住」や「移住者」は研究者によって用法が異なる。狭義の移住者は永住と同義で捉えられる一方、広義の
移住者は「移動し、そこに暮らす者」として捉えられる。現代においては、永住者であっても多元的帰属意識
を持つ事例や永住ビザを持ちつつも出身地に戻る事例も多いことから、必ずしも移住＝永住と言えない現状も
ある。これらを踏まえ本研究では、広義の意味合いで移住を捉えることとする。なお、日本における国際移住
研究では、3カ月以上有効なビザを持つ者を総称して「長期滞在者」と括る外務省の用法を踏襲する場合も多
い。

２）2022年 12月 3日海士町役場大人の島留学責任者面会、フィールドノート記述。
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2018年度以降導入されるようになり、総務省に
よる「関係人口創生事業」や「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」において使用され、ふるさと納
税も含め地方創生施策の基盤的概念となってい
る。
関係人口概念を定住につなげていくモデルとし
て、小田切（2018）らが論じる「関わりの階段
論」は、学術研究のみならず自治体側の地域振興
策にも影響を与えている。小田切によると、移住
には、特産品購入やふるさと納税、頻繁な訪問を
経て、二地域居住あるいは移住に至る段階があ
り、その段階を経ることは地域との関係性を深め
ることを意味する。このモデルは、総務省
（2020）の「まち・ひと・しごと創生方針」（2020
年 7月 17日閣議決定）にも反映されており、交
流人口を起点に関係人口から移住者にいたるグラ
デーションとして捉え、関係人口の例として過去
の滞在歴などによる「何らかの関わりのある
者」、行き来する者、地域内にルーツがある者
（遠居／近居）が列挙されている。
以上の関係人口論やその政策面への導入に関し
ては、一定の研究の蓄積や検証も進みつつある。
国土交通省によって政策効果検証のためのウェブ
調査が 2019年（3万人、三大都市圏）および
2020年（15万人、全国）に実施され、関係人口
をめぐる大規模な流動性が示されている。第一
に、三大都市圏では約 18.4％（約 861万人）、そ
の他地域居住者の 16.3％（約 966万人）もが関係
人口として特定地域に継続的に訪問し、18歳以
上の居住者約 1億 615万人のうち約 2割弱もが特
定の地域を訪問している関係人口であると指摘し
ている（国土交通省国土政策局 2021 a）。第二に、
三大都市圏からその他地域（地方部）に約 448万
人、その他地域から三大都市圏に約 297万人訪問
していると推計され、同省の分析によると、地域
を訪れている関係人口と三大都市圏からの転入超
過回数には一定の関係性が見られ、関係人口の人
数が多い市町村ほど、三大都市圏からの転入超過
回数も多い点を指摘している。第三に、「関係人
口（訪問系）直接寄与型（地域において産業の創
出、ボランティア活動、まちおこしの企画等に参
画する人）」は、三大都市圏居住者の 6.4％（約

301万人）、その他地域居住者の 5.5％（約 327万
人）も存在しており、地域づくりへの参画やイベ
ント参加、趣味や消費活動など関わりの多様化が
進んでいる点が指摘されている。その内訳とし
て、関わる地域としては同一大都市圏が約半数を
占める一方、三大都市圏の都市部以外に関わりを
持ちつつ訪問する人々は 448万人（うち農山村部
9.9％、44万人）であり（国土交通省国土政策局
2021 a）、その内訳は直接関与型（地域行事の運
営・支援など）301万人、趣味・消費型（189万
人）、テレワーク的就労型 88万人となっている
（小田切 2022: 227）。
同省の統計は、「移住や観光でもなく、単なる
帰省でもない、日常生活圏や通勤圏以外の特定の
地域と継続的かつ多様な関わりを持つ人々」を幅
広く関係人口として捉えているため、観光などの
「交流人口」との区別や分析には注意が必要であ
る。同様の視点は先行研究でも指摘されており、
「関係性」に関する曖昧さの問題（田口 2021: 63-
66）や、二地域居住の統計カウントの問題を指摘
しながらその言説と実態の乖離について指摘を行
う築山（2022）の視点にも関連する。また、平井
（2022）は同省の統計について分析を行い、主な
「関係地」に足を運ぶ頻度については消費・用
務・趣味・交流・祭・親族など、どの「関係」に
おいても「年に数回」が最も多い点、また、特に
関係性の深いことが推測される月に 1回以上の関
係地への訪問者では、消費 30.4％、交流 41.3％、
用務 40.3％、親族 39.1％となっており、「関係
地」の大半が「近場（同一県内 37.5％、時間距離
2時間以内 46.3％）」である点に留意するよう指
摘している。なお、これらの関係人口の「関係
性」をめぐる議論は、人口獲得競争に疲弊した自
治体が一時しのぎとして導入している概念ではな
いかという批判（河井 2018）とも関連すると言
えよう。
なお本稿は、筆者が 2010年からコロナ禍を除
き年 1回実施してきた人類学的フィールドワーク
をもとに大人の島留学に関する論点および質問抽
出を行い、大人の島留学責任者には 2017年 11月
および 2021年 11月に海士町にて聞き取り調査を
実施した。また 2021年 11月に行った現地調査で
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は①大人の島留学にて地域通貨導入を担当してい
る 20代女性、②島体験でふるさと納税に関わる
業務を担当している 20代女性、③海士町役場に
て複業協同組合や島外貨獲得促進を担当する I
ターン移住男性、④2021年に家族で移住し役場
にて還流事業に携わる 30代男性、⑤町営塾の隠
岐國学習センターに勤める I ターン移住 8年目の
男性、⑥教職を退職し漁師への転職を機に 10年
前に移住した 50代男性、⑦海士町で起業し同町
の政策検討にも関わる I ターン移住者 40代男性、
合計 7人に面談・聞き取り調査を実施した3）。ま
た、2022年 6月 27日（対 面）お よ び 7月 1日
（Zoom）に行った島留学担当者との面会、および
島留学中の 20代大学生との面談（2022年 10月
28日実施）も本稿の質的データとして使用して
いる。

3．関係人口から還流へ：
島根県隠岐郡海士町の移住関連施策と

人類学的／社会学的解釈

3.1 関係人口から還流へ
海士町は、関係人口という用語が普及する以前
から、全国に先駆けてその概念を政策に活用して
いた。同町の政策検討メンバーの間では、関係人
口という用語が政府や自治体レベルで本格的に使
用される以前の 2017年の時点ですでに「関係人
口」や「第二町民」という言葉が使用されてお
り、「町のファンを増やす試み」が実践されてい
た4）。その例として、島内唯一の高校の廃校が人
口減少に直結する懸念5）から島外学生の受入を行
う「島留学」、地元にあるものを商品化／ブラン

ド化することを目的とした商品開発研修生の受
入、繁盛期の労働力不足を埋める存在としてのイ
ンターン受入など、第一次産業から第三次産業ま
で多様な取組みを行ってきた。また、全国からの
若者が旅をしながら地域や自身の将来について考
える「AMA ワゴン」、島外小中学生を対象とし
た「アドベンチャーキャンプ」、および海士町観
光協会とも連携しつつ空き家を活用した「ワーキ
ングツーリズム」などの取組みも行ってきた6）。
しかし、これらの取組みには「関わりを維持す
る難しさ」が存在していた。役場担当者は、関わ
りを作る取組みは一定の成功も収めてきたもの
の、「せっかく作った関わりを深めたり、つなが
りを維持したりする難しさを感じた」と述べる。
また同氏は、全国各地での島前高校島留学 OB/
OG にヒアリングを実施しつつ、役場として「島
留学した若者にいかに戻ってもらえるか」を考え
続け、「もう一歩踏み込んだ施策」を採るに至っ
たと述べている7）。
これらの「関わりの階段を登ってもらうことの
難しさ」の経緯を踏まえ、同町は「還流」や「滞
在人口」という概念の導入を行い、幅広い層の滞
在者が常に島に滞在・循環し続けるモデルを構築
し8）、「大人の島留学」の具現化に至った。同プ
ログラムは、2020年 9月に開始された「濃密な
原経験」と「ある程度の長さの滞在経験」の創出
を図るインターンシップ／移住体験プログラムで
ある。海士町のみならず、島前地域を構成する 3
つの島（海士町・西ノ島町・知夫村）が連携して
実施し、短期（3～4日）から長期（1年以上）ま
で 5種類のプログラムが提供されている9）（図 1

────────────────────────────────────────────
３）①～⑥のインタビューデータ取得に関しては筆者の研究室在籍学生による協力のもとに実施。インタビュー担
当者は以下のとおり。①漆山結友・佐藤美香、②井上咲星・桑原芙稀子、③近藤綾香・三井晴絵、④大西由
真・楠田誠人、⑤笹本珠里・杉内日佳、⑥有地柚季子

４）2017年 11月 5日海士町役場／隠岐國学習センター（当時）責任者面会、フィールドノート記述。
５）廃校により、高校生のみならずその保護者世帯ごと本土に転出することの懸念があった。（2016年 11月 5日、
島前高校魅力化プロジェクト責任者（当時）面談、フィールドノート記述）。

６）2017年 11月 6日海士町観光協会担当者。海士町滞在の大学生むけ講演、フィールドノート記述。
７）海士町役場大人の島留学担当者。2022年 6月 27日の面会および 2022年 7月 1日に学生対象に Zoom にて実
施した講演内容。

８）2021年 11月 21日海士町役場大人の島留学責任者面会、フィールドノート記述。
９）大人の島留学は、厳密に制度名で捉えれば 1年間のプログラムを指すが、現地では島体験などの短・中期型も
含めた呼称として定着している。それを踏まえ、本稿では短期から長期を含めた総称として用語を用いてい
る。
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参照）。
図 1は大人の島留学関連の短期～長期まで 5つ
のプログラムの概略を示している。「お試し島留
学」は、「大人の島留学」への参加検討者むけの
短期滞在プログラムである。「島体験」および
「大人の島留学」は、20代の若者をターゲットと
した中期から長期（3ヶ月～1年）のプログラム
であり、週 4日勤務、月額報酬 8～15万円支給、
シェアハウス無料宿泊が提供される。複業島留学
①島内複業と②ジョブ型複業は、職務経験のある
35歳までに年齢層を絞り、前者は副業として同
プログラムの運営、後者は観光・農林水産業を中
心とした島の基幹産業に携わるものである。な
お、昨今のリモートワークの需要を踏まえ、希望
者はシェアオフィスも使用可能である。

これらの多様なプログラムの特徴として、主に
年齢層の絞り込み、学びの要素の導入、移動性を
前提とした施策の三点が挙げられる。第一に、年
齢層に関しては、いずれのプログラムも若年層を
ターゲットとしている点が挙げられる。聞き取り
調査によると、大学生と社会人経験者の比率は約
半数ずつである10）。商品開発研修生など、同町に
は大人の島留学以前から実施していた施策があ
り、「島じゃ常識さざえカレー」の商品化などの
成果を挙げてきたが、同町は大人の島留学によっ
て、受入規模や滞在期間の拡大や延長オプション
を確保することで、より多くの若者がより長く島
での経験を積める制度を構築した。また、同町は
大学との連携も積極的に展開し、関西学院大学の
全学フィールドワーク系科目との連携なども進め

────────────────────────────────────────────
１０）3ヶ月プログラムに 2022年 4月から参加し、その後年度末までの滞在延長を行っている 20代女性への聞き取

り。2022年 10月 28日実施、フィールドノート記述。

期間 応募資格 プログラム概要 報酬・生活面

お試し島留学 短期
3泊 4日

20～35歳 大人の島留学への参加検討者むけ

島体験 中期
3ヶ月

20～29歳
学生
1期（3ヶ月）あた
り 5～30名（時期
による）

島の暮らしと仕事を考える滞在型イ
ンターンシップ

・月額 8万円
・週 4日勤務
・週 1回フォローアップ研修
・シェアハウス無料

大人の島留学 中・長期
1年間

20～29歳学生
年間約 20名

1年間の就労型お試し移住制度（延
長可能）

・月額 15万円
・週 4日勤務
・月 1回フォローアップ研修
・シェアハウス無料

複業島留学①
島内複業

中・長期
2年間

20～35歳 観光業、農林水産業を中心とした島
の基幹産業
※1年間で 3箇所（事業所）以上か
つ、1箇所（事業所）につき 3ヶ月
間以上勤務

・雇用契約（正社員）
・年収 240～310万円
・シェアハウス家賃 25,000
円／月

複業島留学②
ジョブ型複業

中・長期
2年以上

20～35歳
島の仕事と自身の
仕事（企業・個人
事業など）を両立
可能な方

企業や個人事業などの自身の仕事と
島の仕事との複業を 1年間実践。大
人の島留学事業における採用・広報
強化人材、島の組織力強化に向けた
コーポレート人材（人事・経理・労
務・広報など）、その他。

・業務委託契約
・年収 100～200万円。
・シェアハウス家賃 25,000
円／月

図 1 「大人の島留学」概要
（海士町役場（2022）大人の島留学ウェブサイト https://otona-shimaryugaku.jp/ より筆者作成）
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られている11）。
第二に、同プログラムは単に労働需要の穴を埋
める就労プログラムではなく「学びの要素」を重
視している点が特徴として挙げられる。島の暮ら
しと仕事に関する深い体験の創出がいずれも念頭
に置かれ、単なる就労経験ではなく学びの機会や
人生設計の検討ともつながっている。参加者にと
っては単に就労と給与の経済的交換関係のみなら
ず、地域創生のモデルとして注目を集める海士町
での就労経験やそれを通した仕事についての学び
という一種の思想財を得ることとなる。全国的に
「住」と「職」の両方を支援するお試し移住制度
は一般的になっているものの、彼らへのフォロー
を丁寧に行っている自治体は少なく、その点で他
地域とは大きく異なる。例えば大人の島留学の 5
種類のプログラムのうち、島体験（3ヵ月）では
週 1回、島留学（1年間）では月 1回、担当者に
よるフォローアップ研修が実施され、就労経験の
振り返りやキャリアプランニングまで多様な対話
とアドバイスを得る機会となっている。
第三に、同プログラムが移動性を「前提」とし
ている点が特徴として挙げられる。関係人口概念
を全国に先駆けて導入していた海士町は、AMA
ワゴンや高校生の島留学など、離島でありながら
も常に「よそ者」が循環的に出入りし続ける仕組
みを作ってきた。島前高校魅力化プロジェクトお
よび町営学習塾の運営責任者を経験後に「大人の
島留学」の責任者を務める 40代男性は、海士町
のこれまでの取組みを語る中で、「滞在人口」と
いう概念を挙げつつ以下のように述べている。

成功だとか（地域創生の）モデルとか言われ
るようになって、テレビにでたり政治家とか
行政の人が次々に（視察に）来たりしている
けど、自分たちとしては全然成功だとは思っ
ていなくて、常に何かをやり続けて、何か挑
戦がいつまでも続いている…（中略）…帰っ
てきたいと思わせる取組みを続けるしかな

い。移ってきてもらうとか、ずっと住んでく
ださいとかいうのではなくて、視察旅行から
商品開発実習生、島留学、大人の島留学、い
ろんな人に島にどんどん来てもらって、滞在
して、移っていく、常に人が次から次に廻っ
ている、還流しているイメージ12）。

「帰ってきたいと思わせる町づくり」という言葉
を頻繁に用いるこの責任者は、多様な滞在者の循
環と経験の濃密さが、将来的な帰還の鍵になると
考え、「いつか、あの仲間と一緒に仕事がしたい
とか、あの時の仕事の感じ（達成感）を思い出す
ようなことがあればいい」と述べる。
関係人口の曖昧さとは異なり、「大人の島留学」
および滞在人口概念を基盤にした「還流」は、関
わりの階段モデルにおいて階段を「登る」のでは
なく、プログラム参加者が地元住民の領域に急速
に入り、濃密な経験を得る点で特徴的であり、関
わりの階段論の盲点を埋める取組みとも言える。
多くの自治体の I ターン誘致の基盤となっている
関係人口や関わりの階段論は、もともと理論とし
ては必ずしも階段を順に登ることに固執している
わけでもなく、関わり方やその深化は多様性と動
態性に満ちていることも事実である（小田切
2017）。その動態性をめぐる議論において、小田
切（2017）が「風の人」と形容するように、長期
滞在や二拠点居住などで関わりが深くなった滞在
者が別の場所へ移動してしまう事例は、多くの自
治体で一般的に見られ、自治体側では制御できな
い動きとして捉えられていた。しかし、海士町側
は、地域への関わりよりも自身の濃密な経験に軸
足を置くことにより、「風の人」が継続的に関係
性を保ち、あるいは帰還に向かう結果をもたらし
ている。実際、2021年 11月のフィールドワーク
時においても、高校生活を島前高校の島留学生と
して過ごし九州の大学に進学した学生が、大人の
島留学に参加し、地域通貨ハーンの電子化にむけ
た取組みを担当していた13）。また、同プログラム

────────────────────────────────────────────
１１）海士町役場大人の島留学担当者との面会（2022年 6月 27日）および関西学院大学ハンズオンラーニングセン

ター担当者との面会（2022年 7月 15日）の内容に基づく。
１２）2021年 11月 21日海士町役場大人の島留学責任者 T 氏面会、フィールドノート記述。
１３）20代女性、2021年 11月 21日面会、フィールドノート記述。
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体験者によると、3ヶ月プログラムである「島体
験」の参加者の約 7割は滞在を延長している14）。
滞在延長に伴い雇用形態も変更され、「島留学生」
から「島スタッフ」へと現地では呼称も変わり、
フォローアップ研修もなく現地企業や役場での
パートタイムにて雇用される形となっている15）。
以上のように若年層に焦点を絞った同プログラ
ムは、労働需要の穴埋めに限らない学びの要素を
重視すると同時に、濃密な関係性を滞在期間中に
作り出し、帰還や滞在延長につなげている。関係
人口が関係性の曖昧さのために統計上正確に算出
しにくい概念であるのに対し、滞在人口は移動性
を前提としつつも集計可能な概念であり、プロジ
ェクト単位の補助金の金額策定にも関わる概念で
もある。このような動態性を主眼にしたコミュニ
ティ概念としては、ミズカミがオーストラリアの
日本人社会を Sojourner community（滞留者コミ
ュニティ）と形容した移民研究上のモデルは存在
するものの、自治体レベルで関係人口に代替する
モデルとして導入している例は希少と言えよう。

3.2 学びの場としての大人の島留学：自己実現
志向と還流施策との適合性

島前地域への大人の島留学は、移動性を前提と
した移住であると同時に、若者の「自己実現」や
「自己探求」の志向とも親和性が高い。他所性に
満ちた場である離島において、職務を任され成果
が見える仕事を経験した若者にとって、大人の島
留学の意義は、場所への関わりというよりもむし
ろ、職務や人生設計をめぐる個人的経験の深さに
ある。これらの点を踏まえ以下では、若者の自己
実現志向や移動性、および滞在者が常に循環する
「場」に関して、文化人類学および社会学的解釈
を行う。
還流性を前提とした施策による海士町への移動
者は、「伝統的に主流であった政治・経済・宗教
などの理由以外の広範な意味での人生の質を高め
るための移動」であるライフスタイル移住者
（Benson 2009，長友 2013）として捉えることが
できるが、その範疇の中でも特にテリエン
（Therrien 2013）が論じる Quest migration（自己
実現移民17））の文脈から解釈することが可能であ
る。テリエンはフランスからモロッコへの移住者
について調査し、経済的豊かさを求めての移住の
みならず、自己実現、気候および仕事環境などの
ライフスタイルを求めて移住する傾向が顕著であ
る点を指摘している（Therrien 2013, Therrien and
Pellegrini 2015）。テリエンはその移住を「自己実
現移民」と形容し、「フランスにいる時の自分と
は異なった、より自分らしい自分を感じるため」
に移住していると述べる。また、テリエンは旅行
者と自己実現移民の類似点も指摘し、前者は一定
期間を経ての帰還を前提としているものの、両者
とも何らかの quest（探求）を求めている点で類
似していると指摘している。
テリエンは自己実現を求めての移動に関して、

elsewhereness（他所性）も重要な要素となってい
────────────────────────────────────────────
１４）実際、3ヶ月のプログラム参加者でも当初から延長する予定で来島する参加者も多い（最初の 3ヶ月を「お試

し」で参加）。3ヶ月プログラムに 2022年 4月から参加し、その後年度末までの滞在延長を行っている 20代
女性への聞き取り。2022年 10月 28日実施、フィールドノート記述。

１５）同上。
１６）小田切（2017）の「関わりの階段」モデルに大人の島留学参加者に関する動きを追記した。
１７）筆者訳。Quest migrants は直訳では探求移民だが、テリエンや日本語の文脈では自己実現移民という訳語が適

当かと思われる。

図 2 関係人口の関わりの階段モデルと「大人
の島留学」および「還流」

（小田切のモデルに筆者追記16））
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る点を指摘し、「ここではないどこか」という非
日常性は、自分らしい自分や生き方を模索する過
程において重要な役割を果たす点を解釈的に論じ
た。このテリエンの他所性の概念は、海外移住・
滞在者にとっての「海外」や「消費的自由」の意
味合いに関する解釈（横田 2016）や J. アーリの
移動性に関する社会学的解釈にも関連する。アー
リ（［2007］2015: 18-19）は、今日の移動に関し
て、「移民や半永久的な地理的移動といったもっ
と長期的意味合いの移動」も「移動中」として捉
えられ、とりわけ「よりよい生活」を求めて国や
大陸を移動する例が多く、現代社会ではこの意味
での移動が多い」と指摘する。
これらのテリエンやアーリの視点は、大人の島
留学参加者にも関連性を有する。大人の島留学へ
の参加者は、移動過程において自己実現を志向す
る一方で、特定の自然環境にはさほどこだわりを
持たず、離島あるいは地域活性化モデルである海
士町という他所性に満ちた場で経験や将来のビジ
ョンを得たいという志向を持っている。また、ホ
スト側も島で何を探求し、どのように自分の人生
に活かしていくかというビジョンを応募書類に記
載させ、その点を踏まえた審査による選考を行っ
ている。「単に自然の中でのんびりしたい人には
他の地域がある」という言葉は、同町の政策担当
者の多くが口にする言葉であり、自己実現志向を
持った参加者を求めているという同町側の意向も
存在する。
ホスト・ゲスト双方の自己実現への志向性は、
プログラムが提供する職種やそのフォローアップ
のあり方にも反映されている。大人の島留学では
従来の関わりの階段モデルで重視されていた
「場」への関わりの階段を徐々に上がっていくと
いうよりも、島で自分が成し遂げた「経験」に軸
を据えている点で特徴的である。同プログラム
は、他の地域で多く行われている第一次産業を中
心とした労働市場の穴埋めとしての労働支援と異
なり、プロジェクト主体で個人に任せる職務であ
り、参加者にとって「成果が見える仕事」であ

る。職務内容は多岐に渡り、一次産業での職務以
外にも、「海士町役場人づくり特命担当課のサ
ポート業務」、「海士町外貨創出プロジェクト」、
「空き家活用を起点とした住宅魅力化プロジェク
ト」、「ふるさと納税プロジェクト推進サポート業
務」など、具体的な職務内容が並ぶ。
このような大人の島留学の取組みや狙いは、今
日の若者の労働観や移住概念をも踏まえた戦略と
言える。加藤（2009: 253-254）によると、移住志
望の若者には「仕事」と「住む国」（場）の 2つ
の感覚があり、前者は「本当にやりたい仕事」を
模索し「今の仕事は仮」と捉える感覚、後者は
「本当にやりたい仕事」ができれば／見つかれば、
住む場所はどこでもよく、「今住んでいるのは仮」
と捉える感覚と指摘する18）。こうした傾向を持つ
若者にとって、特定の地域への関わりを保ち続け
たり深めたりすること、すなわち「関わりの階段
を徐々に登ること」は、さほど意味を持たない。
重要性を持つのは、その「場」で「自分が得た経
験やストーリー」である。大人の島留学の運営側
もその点を踏まえて、応募にあたっては具体的職
務を提示し、来島後はキャリアプランニングも含
めたフォローアップを丁寧に実施している。つま
り海士町においては、場所性を消費してもらうの
ではなく、海士町を一種の公共舞台として、滞在
者に何を経験してもらうかということに軸を置い
ていると言える。
フィールドワークにおいても、ホスト側の取り
組みとゲスト側の自己実現をめぐる親和性は見ら
れ、それは以下の事例にも表れている。調査時に
おいて 3ヶ月の島体験で滞在中であった関東の大
学に在籍する 20代学生は、運転免許合宿で訪れ
た離島での経験がきっかけとなり、全国の離島を
旅するようになり、海士町の島体験に応募した。
海士町役場でふるさと納税の仕事を行う中で、離
島での仕事や生活に関する「解像度が上がった」
と述べ、現実的ビジョンとして、「今後も多拠点
居住という夢を達成して、都市と島の橋渡しをし
たい」と述べていた。彼女にとって離島とは、

────────────────────────────────────────────
１８）加藤の研究はカナダに長期滞在する日本人の若者を対象としているが、労働市場の流動性、労働観やライフ

コースをめぐる価値観など、国内の I ターン移住の研究と国際移動の研究には共通項も多い。
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「ここではない場所」、すなわち他所性の象徴的空
間であり、その象徴性に満ちた空間と自らの生き
方や仕事の接点を見出すことが、海士町への滞在
によって可能となった。その意味で彼女の志向性
はテリエンが述べる他所性や自己実現移民の視点
とも関連すると言えよう。
また、関西の大学に在籍する 20代女性も同様
に、役場での業務を任され、3ヶ月のサポート業
務を「島体験生」として行った後に実際に「島ス
タッフ」として補助金を使ったツアーの企画を担
当した。彼女にとって、ゼロから企画を作った経
験は、仕事への姿勢やノウハウを学ぶ経験とな
り、滞在延長に至っている。地域活性化の成功事
例である海士町において実際に職務を担当するこ
とは、彼女にとって達成感を覚えると同時に、自
らの仕事の価値観にも影響を与える経験であっ
た。

仕事の仕方に関して名指しで地元の方に注意
されたこともあって、「仮予約」という言葉
を手配の時に地元の方に使ったことがあっ
て、他と比べて予約しないということもあ
る、それは失礼な言い方だと。地元の方と仕
事を進める中で、そういう大変さはあったけ
れども、学ぶことがとても大きかったです。

「仮予約」という業務上の用語をめぐる経験につ
いて彼女が語るように、地元の雰囲気を加味した
仕事の進め方に関する学びは、彼女にとって意義
深いものであった。実際に若者に職務を任せる取
組みを行っている現場では、このような仕事の丁
寧さやスキルが求められ、プログラム参加者にと
って有益な経験となっている。フォローアップ面
談を実施している役場担当者は、受け入れた若者
や I ターン移住者に接してきた経験を語る中で次
のように述べた。

都会で暮らしてきた中で当たり前と思ってい
ることを、ここで振り回してもうまくいかな
い。仕事のやり方にしても都会の合理的、効

率的なやり方でやってしまうと、反発を喰ら
う…（中略）…都会センスと田舎センスとい
う二つがあって、両方をうまく組み合わせる
ような、島には島の当たり前があって、それ
をうまく吸収して進めていく力が大事だと思
います。19）

自身も 2009年に I ターン移住し、島前高校魅力
化プロジェクトや近年の還流概念に深く関わるこ
の責任者は、地域の価値観や物事の進め方を尊重
しながら仕事や生活を行う重要性を説き、それが
実は島での暮らしのみならず、現代の生き方や働
き方にとって重要だと述べた。
以上のように都市圏からの参加者は、島での日
常生活や就労先での人間関係や業務遂行など、
様々な悩みも経験し、担当者との交流を経て、そ
れを自らの学びへと昇華させる。これらは、労働
人口の穴埋めとしての就労経験とは一線を画すプ
ログラムの独自性となると同時に、参加者にとっ
ては島の暮らしの深い原体験となり、契約延長や
還流性の原動力にもつながっている。

3.3 「場」の意味内容と動態性
還流施策によって「移動中」にある者が循環し
つつ滞留者コミュニティを形成する海士町という
「場」は、文化人類学的／社会学的にいかなる解
釈が可能なのであろうか。以下には、J. アーリの
モビリティに関する議論を視座として論じる。
ア ー リ（［1993］2003:［2007］2015）は、『モ
ビリティーズ』や『場所を消費する』において、
あらゆる「場」を「移動中にある主体」として捉
え、その構築性や構築過程および消費の様相を動
態的視点で捉えている。アーリ（［2007］2015:
389）は、観光客から労働者あるいはディアスポ
ラまで多様な人の移動による相互作用で場の構築
と再構築が生じる点を指摘する中で、次のように
述べている。

…「フロー」間の相互作用によって、非常に
複雑な場所のストラチャリングとリストラク

────────────────────────────────────────────
１９）海士町役場大人の島留学事業責任者 2021年 11月 21日面会、フィールドノート記述。
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チャリングが生み出されている。一般に、
諸々の移動を背景にして、全世界のほとんど
すべての場所同士の関係が訪客のフローによ
って媒介されており、場所という場所が訪客
の受け手として再構成されている。ありとあ
らゆる場所を生産し「場所を消費する」こと
が世界中で起きている。場所はこうしたフ
ローのなかで様々な舞台や位置にある──そ
して「時流」に乗った場所もあれば「後れ」
をとった場所もあり、場所の立ち位置は目ま
ぐるしく変わっていく。…（中略）…こうし
たフローを引き付けていく中で「場所」はこ
の情け容赦ないグローバルな舞台上で「上演
中」の状態にある。

このようにアーリは、訪客のフローによって土地
から景観としてまなざしを向けられるものへと変
容し、一種の「公共舞台化」が生じると指摘す
る。ゴッフマンやジンメルの視点も踏まえつつ、
「スペクタル化」という用法によって、場の意味
内容の動態性と公共舞台ゆえの流行性についても
指摘がなされている。
この文脈で海士町を捉えると、還流施策の導入
以前においてすでに同町は、アーリが論じる意味
での公共舞台化とスペクタル化に成功していた。
財政再建や I ターン施策および教育魅力化の取組
みに成功し、メディアでは高学歴や大企業勤務経
験のある若者が町から支援を受けて起業した事例
や、I ターン移住者が高校魅力化プロジェクトの
中心的役割を担った様子などが 2010年代前半の
時点ですでに大々的に報じられていた。取組みの
成功は、行政や教育関係者の視察訪問や研修の受
入れへとつながり、現地で「島外貨獲得」とも呼
ばれる多様な戦略の一部ともなった（長友
2018）。
こうした I ターン移住者のパイオニアたちの活

躍や人的資本、メディア報道および役場の実際的
な起業支援等の取組みのスペクタル化は、島とい
う「場」の意味内容に変化をもたらし、「地域創
生のモデル」や「自己実現」、あるいは「自分ら
しい生き方の探求」の場としての意味内容をもた
らすこととなった。日本社会における「田舎暮ら

し」や「地方移住」は、伝統的にカウンターアー
バニゼーションの文脈から、都市と対称性を持つ
象徴的な空間が想定されてきた。しかし海士町の
場合、単に自然豊かな島というイメージのみなら
ず、地域創生のモデルとしてのブランド価値、特
に移住者が自分らしい生き方を探求する島として
の意味内容が付与され、今日の大人の島留学で
は、島の意味内容と舞台性に誘引された滞在者の
循環が生じている。このような人的資本や「場」
のイメージの変容が地域活性化や I ターン誘致に
つながる事例は、先行研究でも指摘されており、
田園回帰を①人口移動論的、②地域づくり論的、
③都市農村関係論的の 3つの重層性から捉え、
「よい地域づくり」が結果的に多様な田園回帰の
好循環を生むと指摘する小田切（2021: 280-281）
の指摘にも関連すると言えよう。
今日の移動者にとって、移住の「場」の意味
は、単に自然環境や住環境を意味するのではな
い。クライン（Klein 2020）が日本の都市部から
地方部への移動の事例研究を行う中で、価値観の
変容というマクロな傾向に加え、「自己探求に付
随するモビリティの要素」を指摘するように、今
日の移動者にとって移住は、場への愛着のみなら
ず、よりよい生き方や自分らしい生き方をめぐる
移動性の一部として捉えられる。島前地域におけ
る大人の島留学をはじめとした還流施策は、これ
らの移動性と自己実現の側面を踏まえた取組みで
あり、今後の関係人口論やその施策の一つのモデ
ルとなっていくと考えられる。

4．結 論

本稿は、地域創生の成功事例として認知されて
いる島根県隠岐郡海士町が近年取り組んでいる還
流と大人の島留学について、関係人口や関わりの
階段（小田切 2018）の視点から解釈し、海士町
が還流概念の導入の経緯として、関わりの継続性
や深さに着目してきた点を指摘した。また、頻繁
な訪問が難しい離島という地理的特性も踏まえ、
「場」の意味内容として観光滞在や田園回帰の場
というよりも自己実現や生き方をめぐる学びの場
という点を重視し、それを大人の島留学に具現化
した様相が示された。絶えず滞在者が循環するこ
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とを前提とした同プログラムは、若者の自己実現
志向や移動性にも適合するものであり、本稿は島
の意味内容の動態性についてアーリの「場」のモ
ビリティ概念からの解釈を示した。
本稿が論じた大人の島留学は、現在進行形のプ
ログラムであり、特に複業型の枠に関しては今後
本格的に開始される段階であるため、さらなる研
究が必要である。また、以下のような調査も必要
になってくるものと思われる。定量的研究として
は、I ターン移住者の移住後の職業移動や居住地
選択に関する調査や還流施策による長期滞在者の
動態性に関する調査などが想定される。また、定
性的研究としては、還流施策によって常に循環し
ているコミュニティやその移動性に関する人類学
的解釈20）、時間軸の経過にともなう故郷や帰属意
識の動態性に関する研究21）、あるいは大人の島留
学の約 6割を女性が占めている点22）を踏まえ、ジ
ェンダー研究の視点も導入したライフコースの選
択性や自己実現をめぐるライフヒストリー調査な
ども必要である。
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